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経営事項審査の改正に係る再審査の申請について

平成30年４月１日から、経営事項審査の基準が改正されます。

改正に伴い、再審査を実施することになりましたので、再審査の受審希望者は下記事項

に留意のうえ、再審査申請の手続きを行ってください。

なお、再審査の受審は希望者のみで、受審を強制するものではないことを申し添えま

す。

１．改正点の概要
（１）Ｗ点ボトムの撤廃

現行のＷ点は、制度上、合計値がマイナスとなった場合は０点として扱われる（マイナス

点数として扱われない）が、Ｗ点のマイナス値を認める（ボトムを撤廃する）ことにより、

社会保険未加入企業や法律違反等への減点措置を厳格化。

（２）防災活動への貢献の状況の加点幅の拡大

防災協定を締結している場合（Ｗ３ 、現行15点の加点であるところ、20点の加点へと拡）

大。

【現 行】 【改正後】

有 無 有 無

防災協定締結 １５ ０ 防災協定締結 ２０ ０

の有無 の有無

（３）建設機械の保有状況の加点方法の見直し

建設機械を保有する場合（Ｗ７ 、現行１台につき加点１（最大15点）であるところ、）

１台目を加点５とし、加点テーブルを見直し （最大15点は変わらず）。

【現 行】

台数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

点数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

【改正後】

台数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

点数 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 12 13 13 14 14 15 15

営業用の大型ダンプ車のうち、主として建設業また、大型ダンプ車については、

の用途に使用するものを評価対象とする。
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平成30年４月１日～平成30年７月29日※改正の日から１２０日以内２．申請期間

３．再審査の対象となる経営事項審査の範囲
再審査を受けようとする日の１年７か月前の日以降を審査基準日とする経営事項審

査です （改正前の旧基準により経審を受審した者）。

※ 基準日が上記範囲内であっても、再審査の申請は義務ではありません。

再審査結果通知書の発送は、申請から約１～２か月かかる見込みです。申請時点で

である場合は、再審査ではなく、翌事業年度の経審を受審して有効期間が２か月未満

ください。

無料４．審査手数料

５．再審査申請に必要な提出書類
（１）提出書類一覧

申 請 に 必 要 な 提 出 書 類 備 考

経営規模等評価再審査申立書 ★必ず提出

様式第２５号の１１ 実印を押印すること（ ）

工事種類別完成工事高 ★必ず提出

工事種類別元請完成工事高

（ ）様式第２５号の１１別紙一

その他の審査項目（社会性等） ★必ず提出

（様式第２５号の１１別紙三）

技術職員名簿 ★必ず提出

（ ）様式第２５号の１１別紙二

経営状況分析結果通知書の写し ★必ず提出

（ ）様式第２５号の１０

経営事項審査結果通知書（旧通知書）の写 ★必ず提出

し

当初の（土木事務所受付印のある）経営規 ★必ず提出

模等評価申請書・総合評定値請求書（別紙

一～三含む）の写し

※新たな評価対象となるダンプがある場合、新たに評価対象となったﾀﾞﾝﾌﾟ車がある場合

、 その所有又はリース台数の確認は 下記書類を全て

建設機械の保有状況一覧表 ※新たに評価対象となるダンプは、審査基準・

・売買契約書等又はリース契約書(写) 日時点で所有又はリースしている営業用ダン

・営業用ダンプ車の自動車検査証(写) プ車のうち、主として建設業の用途に使用す

※営業用ダンプ車の自動車検査証は、備考欄の るものです。

表示番号のあとに（建）の表示があるものに限

ります。

※提出書類は上記の順に並べ、左上をホッチキス等で留めて提出してください。フラ

ットファイル等に綴る必要はありません。
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（２）提示書類一覧

申 請 に 必 要 な 提 示 書 類 備 考

前回（今回再審査を受けようとする審査基 前回と関連するところの確認

準日の１年前）の経営規模等評価申請書・

総合評定値請求書の控え

（３）提出部数

正本１部（提出用 ・副本１部（申請者控え））

６．入札参加資格申請を予定している場合の留意事項

沖縄県では平成３０年度中に、平成３１・３２年度にかかる入札参加資格申請の受

け付けを行う予定となっております。申請に必要な経営事項審査の審査基準日につい

ては、平成２９年７月１日から平成３０年６月３０日までの間のものとなります。

現行の基準、改正後の基準のどちらの通知書でも申請が可能です。ただし、他の自治

体等の入札参加資格については、自治体等ごとに基準が異なりますので、それぞれの

自治体等にご確認ください。

平成３０年３月３１日までに申請された経営事項審査は、現行の基準での結果通知

書を発行いたしますので、改正後の基準での通知書が必要な場合はご注意ください。

７．申請書提出先・問い合わせ先

北部土木事務所 名護市大南1-13-11 (3F) TEL 0980-53-1255

中部土木事務所 沖縄市美原1-6-34 (4F) TEL 098-894-6510

南部土木事務所 那覇市旭町116-37 （7F） TEL 098-866-1129

宮古土木事務所 宮古島市平良西里1125 (3F) TEL 0980-72-2769

八重山土木事務所 石垣市真栄里438-1 (3F) TEL 0980-82-2217



様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

 建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

〒９００－８５７０
沖縄県那覇市泉崎１－２－２
（株）県　庁　組

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般）
2.特定

5 10 15 20

（千円）
, ,

（ ）
,

10 14 15 20 254 5

15

2 5

ウ グ ミ

０ ２

０ ３

１

コード 4
 大臣
知事

（用紙Ａ４）

平成　３０　年　５　月　１０　日　　　　　　　　

3

平成 平成

3 5 10

請求年月日

代表取締役　　　県　庁　　太　郎　　　　　　　　　　　　印

２ ０ ０ ０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書
経営規模等評価再審査申立書
総 合 評 定 値 請 求 書

項 番

沖縄県知事

 地方整備局長
 北海道開発局長

翁　長　　雄　志　　　　　殿

申 請 年 月 日 ０ 3 5年 月 日 30 01

15 20

日 － 0

（
般
特

0年 月

号 平成 29 9 9 9 9 0 日6 年 0 1

9

11 15

3 5 10 11 15

月 1

10

7
 国土交通大臣
沖縄県知事

許可 0－ ）第

5

知事
国土交通大臣

許可（
大臣

コード
般

知事 特
－ ）第 日年 月号 平成

申 請 等 の 区 分

1 日

3 5

0 7平成 月 3

０ ５ 4

3

０ ４

0

2 9

5

年

０ ６ 0

3

3

3

０ ７

０ ８
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

ケ ン チ ョ

4023 25 30 35

20

０ ９ 県

3

）庁 組 （ 株

5 10

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

１ ０ ケ ン チ ョ ウ ウ

3 5 10

タ ロ

１ １ 県 庁 太 郎

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

処 理 の 区 分

法 人 又 は 個 人 の 別

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１ ２ 4 1

5

3 5

7

3

2 0

10 15 20

主たる営業所の所在地 １ ３ 泉 崎 1 － 2 － 2

23 25 30 35 40

－ 8

10

6 6郵 便 番 号 １ ４ 9 0 0 － － 28 5 電 話 番 号7 0 0 9 8 3 8 4

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５ 2 2 1 1 1 1

30253 5 10 15

土 大建 左 と 石 屋 電 清絶 通 園 井 消

10 15

具塗 防 内 機ほ 板管

9 9

3 5

１ ６ 1 9

（

30

5

20

ガしゆ

20

タ 鋼 筋

3

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

25

水

15 20

解

会社
実印

申請者以外の者が申請書や財務諸表を作成した場合は、申請書の
上部に併記し、会社名・氏名・作成者の実印を押印すること。また、
作成権限に係る委任状の写しを添付する

不要な箇所は消す

旧結果通知書の「行政庁側記入欄」に
記載された整理番号を記入する

申請時点で有効な許可年月日が
複数ある場合最も古いものを記入

再審査の申立及び総合評定値
の請求は「４」を記入

旧結果通知書に記載された審査
基準日を記入

前回申請と同様
の記入とする
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審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

○○○登録経営状況分析センター

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

制度改正のため

連絡先

所属等 営業第１課 沖縄　二郎 ０９８－８６６－２３８４

= 営業利益+減価償却実施額
利益額（利払前税引前償却前利益）

5

自 己 資 本 額 １ ７
,

0 (千円)基 準 決 算 01 1

電話番号

5 0 0
直 前 の

審査基準日
1 3 8

氏名

1 0

3

0 0 0

第　０１－００３３３３　号

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０

１ ８

,

(千円)

項 番

’ ’

’ ’

3

0

135

減 価 償 却
実 施 額

’

’’ ’ ’

5

3 (千円)(千円) 営 業 利 益 9

審 査 対 象 事 業 年 度

)（千円） 0

’

’

2 ( 1

6

01 5

0

10

042 3

893

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

平成　２９　年　１２　月　２７　日

(千円)2

’ ’

5 6

’

0 05

0

’ ’

2 3(千円)
減 価 償 却
実 施 額

’

3 5

’

審査対象事業年度の前審査対象事業年度

技 術 職 員 数 ９

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１

3 5 10

,,
1

,
7

,
4 9 2

,

営 業 利 益

（千円）

2 （人）

平成３０年４月１日施行の改正に係る事項

0

この申請書又は添付書類を作成した者、その他この申請の内容に係る質問に応答できる者の氏名、電話番号等を記入すること

旧結果通知書の「行政庁側記入欄」
に記載された整理番号を記入する 旧結果通知書の通知年月日を記入する

前回申請と同様の
記入とする。
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別紙一

1.2年平均
2.3年平均

（千円） （千円） （千円） （千円）

40

5 10 15 20 25 30 35 40

20 30 35

その他
, , ,

合　計

5

計算基準の区分審査対象事業年度

,

25

工 事 種 類 別 元 請 完 成 工 事 高
工 事 種 類 別 完 成 工 事 高

, ,, , , , , , , , ,

33

３ ４

2313

その他   工事

3

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表
審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

, , , ,

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

, ,

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

, ,

33

３ ３

231310 15

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,

審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表

工事

3

, ,

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, , , , , , , ,

,

,

3 5 6 10 15 16 20

, , ,

項 番

３ １ 自

3

３ ２
,

（千円）
業 種
コード

    年    月～    年    月

元請完成工事高

, ,

30

,

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

工事の種類

工事

審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

25 26 30

完 成 工 事 高 計 算 表

,
３

（千円）（千円）

２
,,, , ,

, ,

完 成 工 事 高

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, , ,

（

40

元請完成工事高

）月年

２０２ ０ ０

（用紙Ａ４）

至 自 至月年年 月 年

3 5 20

15 163 6 10

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

5

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,

審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

月

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

    年    月～    年    月

16

完 成 工 事 高

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度工事

審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

45

6 10 15 40 45

26

26

20 25

40 45

,

３ ２
, ,, ,,, , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

25 2615 16 206

２

4030 35105

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年 度 の 前 審 査
対 象 事 業 年 度

4536

, ,

25 36

17

,

,

35

1915

35 36

35

36

（千円）

9 1310 11

３

30

工事

3

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

5 7

,,

,

前回申請と同じ内容を記入すること。
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別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業継続の状況

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

建設機械の保有状況

国際標準化機構が定めた規格による登録の状況

若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ４

その他の審査項目（社会性等）

項 番 3

雇用保険加入の有無 ４ １ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

健康保険加入の有無 ４ ２ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

厚生年金保険加入の有無 ４ ３ 1 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４ 1 〔1.有、2.無 〕

3

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ５ 1 〔1.有、2.無 〕

3

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６ 1 〔1.有、2.無 〕

3 5 初めて許可（登録）を受けた年月日 休業等期間 備考（組織変更等）

営業年数 ４ ７ 2 9 （年）
昭和

60 年 10 月 8 日 年　　　　か月 昭和63年12月１日に(株)へ組織変更
 平成

3 再生手続又は更生手続開始決定日 再生計画又は更生計画認可日 再生手続又は更生手続終結決定日

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ４ ８ 2 〔1.有、2.無 〕 平成    年     月     日 平成      年     月     日 平成      年     月     日

3

防災協定の締結の有無 ４ ９ 1 〔1.有、2.無 〕

3

営業停止処分の有無 ５ ０ 2 〔1.有、2.無 〕

3

指示処分の有無 ５ １ 2 〔1.有、2.無 〕

3

監査の受審状況 ５ ２ 4
  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

3 5

公認会計士等の数 ５ ３
,

0 （人）

3 5

二級登録経理試験合格者の数 ５ ４
,

1 （人）

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

3 5 10

研究開発費（２期平均） ５ ５
, , , 0 （千円） 0 (千円) 0 (千円)

’ ’ ’ ’ ’ ’

3 5

建設機械の所有及びリース台数 ５ ６ 3 （台）

3

ＩＳＯ９００１の登録の有無 ５ ７ 1 〔1.有、2.無 〕

3

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ５ ８ 2 〔1.有、2.無 〕

3 技 術 職 員 数 ( Ａ ) 若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ ) 若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

若年技術職員の継続的な育成及び確保 ５ ９ 2 〔1.該当、2.非該当 〕 20 (人) 2 (人) 10.0 (％)

新規若年技術職員数(Ｃ) 新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

(人) 5.0 (％)新規若年技術職員の育成及び確保 ６ ０ 1 〔1.該当、2.非該当 〕 1

評価対象となる建設機械の範囲拡大

営業用ダンプの追加のみ可能

前回申請と同様の記入と
する。

前回申請と同様の記入と
する。
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別紙二
（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ５

技　術　職　員　名　簿

項 番 3 5

頁 数 ６ １ 0 0 1 頁

通番

新
規
掲
載
者

氏　　　　　名 生　年　月　日

審査
基準日
現在の
満年齢

業種
コード

有資格
区分

コード

講
習
受
講

業種
コード

有資格
区分

コード

講
習
受
講

監理技術者資格者証
交付番号

3 5 10

１ 県庁　太郎 昭和20 年 10 月 10 日 69 ６ ２ 0 1 1 1 3 1 0 9 0 0 2 2 第００１２３４５６号

２ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 1 1 3 1 0 2 1 3 7 1 第０３４５６７８９号

３ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 1 3 7 1 第０９８７６５４３号

４ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 9 1 2 9 2 0 2 2 3 8 2

５ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 9 2 3 0 2

６ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 2 1 4 2

７ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 2 1 4 2

８ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 2 1 4 2

９ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 2 3 8 2

10 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 2 3 8 2

11 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 2 3 8 2

12 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 2 3 8 2

13 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 2 3 8 2

14 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 9 2 6 5 2

15 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 0 6 4 2

16 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 0 6 4 2

17 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 0 6 4 2

18 ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 9 0 6 4 2

19 ○ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 1 0 0 1 2

20 ○ ○○　○○ ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 ○○ ６ ２ 0 2 0 0 2 2

21 年 月 日 ６ ２

22 年 月 日 ６ ２

23 年 月 日 ６ ２

24 年 月 日 ６ ２

25 年 月 日 ６ ２

26 年 月 日 ６ ２

27 年 月 日 ６ ２

28 年 月 日 ６ ２

29 年 月 日 ６ ２

30 年 月 日 ６ ２
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2

東京 営○○○○（建）

東京 営○○○○

手書き＋小印

小
印


